
第７回設備サポートセンター整備事業シンポジウム

遺伝子実験施設（府中） 機器分析施設（小金井）

「これまでの成果と今後の課題」

令和3年1月28日
富山大学（On-Line開催）

国立大学法人 東京農工大学 学術研究支援総合センター
（H23年〜H25年、H27年〜H29年）
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明治８年 内務省勧業寮内藤新宿出張所

農事修学場 蚕業試験掛

東京帝国大学農学部実科 東京高等蚕糸学校

東京農林専門学校 東京繊維専門学校

昭和２４年 東京農工大学

農学部
繊維学部

（現 工学部））

【府中キャンパス】 【小金井キャンパス】

東京農工大学の歩み

⚫ 東京農工大学の特徴

◼ 発足の当初より
日本の産業活性化を支える精神

◼ 農学 と 工学 ・・・・
人間の生活を支える基盤的産業

明治初期の製糸工場
（本学博物館所蔵 浮世絵）

本学博物館所蔵 繭標本 及び 豊田自動織機 2/18



• 学術研究の総合的な推進支援機能の整備・充実を図り、教育研究の進展に資する

• 教育研究の基盤となる共用設備及び機器の支援

• 学外利用を含めた設備及び機器の共用促進

• 技術サポートの強化と教育プログラムの開発

• 共用化の推進および設備マネジメントの強化

学術研究支援総合センターの歩み

学術研究支援総合センターのミッション

設備サポートセンター整備事業採択

平成3年 機器分析センター 設置 【小金井】

平成6年 遺伝子実験施設 設置 【府中】

平成20年 学術研究支援総合センター 設置

機器分析センター、遺伝子実験施設を センター内施設として改組

平成23年 設備サポートセンター整備事業に採択

平成27年 設備サポートセンター整備事業に再度採択

平成30年 先端研究基盤共用促進事業「新たな共用システム導入支援プログラム」BASE採択
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⚫保守・運用費
利用者負担による運用ルール

設備サポートセンター整備事業による保守・運用の潤滑化

学外利用による活性化

設備サポートセンター整備事業への期待

設備サポートセンター整備事業

管
理
・運
営

保
守
・運
用
費

人
的
資
源

研究設備の利活用

⚫管理・運営
設備サポート室の設置

学内設備運用状況の管理

担当理事、担当事務局と連携したマネージメント

積極的な情報発信、学外からの利用促進

⚫人的資源
 コーディネートマネジャーの雇用

• 企業経験者を採用して新しい風を入れる

大学院生の活用：ティーチング アシスタント（TA)

• 共同利用の活性化と教育・研究の相乗効果をねらう

その他の自助努力

• 学府長裁量経費による特任助手の臨時雇用

⚫ 東京農工大学の設備サポートセンター整備事業による強化
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東京農工大学の設備サポートセンター整備事業への取組

⚫ H23~H25 設備サポートセンター整備事業

 設備共用・リユースを推進するための設備サポート体制の構築
 設備サポート室設置 ・・・ 学内設備機器の把握と設備マネジメント体制の構築

 コーディネートマネジャーの雇用 ・・・ 企業経験者による利用ニーズ等の調査

 学内の設備機器の共用、教育プログラムの開発
 実践型教育プログラムの開発、専門家による講演会・講習会の充実

⚫ H27~H29 設備サポートセンター整備事業

 技術サポートの強化と教育プログラムの改良（支援体制の構築）
 機器取扱い・材料を横断的に解析評価できる学生設備マスター（ＴＡ）を養成

 学内・学外者への機器利用対応、技術相談支援可能となるＴＡの養成

 共用の推進
 学内 ： 「東京農工大学 研究設備共同利用推進ポリシー」 の制定

 学外 ： 積極的な情報発信
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学術研究支援総合センター → 設備サポート室設置

センター組織および活動概要

成果：H23~H25 設備サポートセンター整備事業（１）

設備サポート室の役割

（１）管理運営（学内設備機器の把握・管理体
制の整備）

（２）保守・運用ルールの策定（受益者負担によ
る利用料徴収と持続的な設備維持体制の構
築）

（３）人的支援（管理者、大学院生等による操
作・分析支援）。

（４）学内外に積極的な情報発信（ＪＡＳＩＳ展等
への出展など）を行うことで、共用機器の充実
化と利用促進。

東京都立産業技術研究センター

包括協定
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 学内の設備機器の共用、教育研究環境の整備

➢ 共用機器の登録の管理

➢ 利用料金の設定

➢ 教育プログラムの開発

国立大学法人東京農工大学規則集第５章会計（東京農工大学
共同利用設備利用料金取扱細則）により利用料金が規定

設備サポート室のホームページにて公開中（https://www.tuat-setsubi.org/）

学内設備機器の把握と設備マネジメント体制の構築
大学連携研究設備NW予約課金システムの利用

成果：H23~H25 設備サポートセンター整備事業（２）
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教育プログラムを通じた初期教育の充実



成果：H23~H25 設備サポートセンター整備事業（３）

MALDI TOF-MS

（小金井）

NMR（小金井）

ESI TOF-MS（小金井）

FE-SEM（府中）

次世代型ｹﾞﾉﾑｱﾅﾗｲｻﾞｰ（府中）
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□ 技術サポートの強化と教育プログラムの改良
（支援体制の拡充）

機器取扱い・材料を横断的に解析評価できる学生設備マスター（ＴＡ）を
養成

学内・学外者への機器利用対応、技術相談支援可能となるＴＡの養成

□より一層の共用の推進

H27~H29 設備サポートセンター整備事業

実施事項
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⚫大学院生の人材育成 を通した 設備サポート

➢ 次世代を支える人材育成

✓ 高度専門職人材： 専門分野とその周辺の知識を広く修得

✓ 新事業創出人材： 外部研究者との交流による広い視野

➢大学の共用設備の利用支援体制の構築

✓ 大学院での研究を活用した分析アドバイザー
⇒材料と分析技術に対し横断的な知識を持つ人材の育成

✓ 学外利用者との交流を通し、専門分野の周辺知識の修得
⇒異分野交流による人材の育成 → 新事業創出への仕掛け

H27年度より

修士学生を設備サポートのTAとして採用

成果：人材育成・教育支援への取組み

成果
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成果：東京農工大学 研究設備共同利用推進ポリシー

1. 研究設備マスタープランに従って、研究設備の共用を推進する。

2. 研究設備の維持・管理は、設備管理者が中心となり共用できる環境を
整える。

3. 競争的資金等により整備された研究設備は、原則として共用設備とす
る。

4. 研究設備の維持管理費は、原則として受益者負担とする。

5. 研究設備の学外利用を促進する。

平成27年12月9日開催 第27-2回 学術研究支援総合センター運営委員会承認
平成28年1月6日開催 工学研究院運営委員会報告
平成28年1月13日開催 農学研究院教授会報告
平成28年2月15日開催 第27-30回役員会報告

成果

課題 プロジェクトで購入した設備機器の共用化の時期をいつにするのか課題

対策 ポリシーの改定し、共用化の時期を明記する（改定作業中）
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成果：共用の推進 積極的な情報発信

〇設備利用紹介のパンフレットの刷新
学術研究支援総合センターの紹介 共用機器の紹介

〇展示会への積極的な出展→JASIS展、おおた研究・開発フェア、
多摩工業交流展、ふちゅうテクノフェア

〇近隣大学
企業、業界団体訪問
パンフレットの送付

〇ホームページの更新

JASIS展 出展（幕張メッセ） ふちゅうテクノフェア出展

機器の状況、展示会
情報等発信

共用機器利用
法を含め説明

新規利用問い合わせ
につながってきている

成果
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主な共用設備 ※共用機器紹介パン
フレットより抜粋
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参加大学：47大学

参加機関
文部科学省、ナノテクプラットフォーム
分析機器企業

参加者：186名

第4回設備サポートセンター整備事業シンポジウム開催

多くのご参加いただきました！

講演会場 ポスター発表会場

シンポジウム開催案内
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成果：設備機器利用件数、利用料収入の推移

学術研究支援総合センター（管理共用設備）

登録台数 164台（内学外利用79台）

利用件数 11,136件（内学外利用210件）

利用料収入 12,806,780円（内学外利用 2,404910円）

登録台数：令和2年12月時点

利用件数、利用料収入：令和元年度

学外利用者：リピータの増加
課題：新たな共用機器の確保→新規利用者

新共用システム：登録台数44台（内学外利用29台）→学外者利用も徐々に発生

※赴任して間もない若手研究者（助教、准教授）の研究支援制度（機器利用料延納
制度）を設立（令和2年度）

大学連携研究設備ネットワークによる利用
課題：正確な共用化率の把握

平成24年登録台数92台（内学外利用28台）

平成24年→令和2年
登録台数170％増加
（内学外利用台数280％増加）
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課題：H30年度以降 設備サポートセンター整備事業

★今後の課題：解決できていない課題

1. 技術職員の不足（必用とする新興
部署での人材不足）

2. 技術職員にキャリアパスが見えて
いない（モチベーションの低下）

3. 技術職員のスキル不足

5. 運営資金の不足（修理・調整費、機
器更新資金の不足＝機器の老朽化
＝最先端研究に乗り遅れ）

4. 研究者・技術職員とのコミュニ
ケーション不足

平成30年度：先端研究基盤共用促進事業「新たな共用システムの導入支援 プログラム
（新共用システム）」に採択
→大学院生物システム応用科学府（BASE）に新設された共用システムと連携、共用機器類のさらな
る充実化、より専門性が高い機器への対応

設備サポート整備事業、新共用システム導入支援プログラム、学内新規ルールの制定、
学外利用促進 等

→ 設備共用化意識の浸透

今までの事業での成果

これら課題を今後どの様に解
決するか！

新たな支援組織を開設

Scientific-materials Creating 

Open Plaza:SCOP

令和2年12月16日開設 16/18



新たな組織（SCOP）の開設

令和3年1月時点の組織図

Scientific-materials Creating Open Plaza SCOP

①機器の操作・解析支援

②機器操作・管理に卓越した技術者の育成
③関連分野のリソースとの積極的な連携により効率
的に卓越した技術者の育成

質量分析計、NMR、電子顕微鏡を集約（東京農工
大の重点研究分野の「食料・ライスサイエンス」を支
える設備機器群）、これら機器に熟知し、優れた専
門知識を有する人材によるプラットフォーム

研究者への研究支援を通して従来の共用の考え
に捕らわれず、高度な共用支援体制の構築を目
指して活動している組織

※4名の熟練技術者を配置（令和3年1月時点）

ミッション

SCOPへ連携分析機器企業より技術者
→機器の利用指導、整備等の指導
→機器の安定稼働（保守費の削減等）。

SCOPシンボル

学内外からの依頼分析、受託分析にも対応できるよう
現在SCOPサポート技術者人員増の準備を進めている。

SCOP：既存の組織に組みしない組織
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東京農工大学 公式キャラクター 「ハッケン・コウケン」

これからも新たな挑戦をしていきます！
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学術研究支援総合センター
SCOP


